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2.7 電気系統設備 

2.7.1 基本設計 

2.7.1.1 設置の目的 

特定原子力施設に対して，必要な外部電源及び非常用所内電源を確保し，特定原子力施

設の機能を達成するために必要とする電力を供給できる電気系統設備を設置する。 

 

2.7.1.2 要求される機能 

(1) 特定原子力施設のうち重要度の特に高い安全機能や監視機能を有する構築物，系統及

び機器に対し，外部電源又は非常用所内電源のいずれからも電力の供給を受けられる

こと。 

(2) 外部電源は，異なる送電系統で２回線以上であること。 

(3) 非常用所内電源が使用できない場合は，電源車などの代替機能を有すること。 

 

2.7.1.3 設計方針 

特定原子力施設のうち電気系統設備の設計方針は次のとおりとする。 

 

(1) 電源の確保 

特定原子力施設に対して必要な電源を確保できる設計とする。 

重要度の特に高い安全機能や監視機能を有する構築物，系統及び機器が，その機能を達

成するために電力を必要とする場合においては，外部電源又は非常用所内電源のいずれか

らも電力の供給を受けられる設計とする。 

具体的には，特に高い安全機能や監視機能を有する設備は多重化又は多様化による電力

の供給，高い安全機能や監視機能を有する設備は電源切替による電力の供給，それ以外の

設備は単一系統による電力の供給など，設備の機能要求に応じて電力を供給する。 

 

(2) 外部電源 

外部電源は，異なるルートで２回線以上の送電線により電力系統に接続できる設計とす

る。 

 

(3) 非常用所内電源 

非常用所内電源は，多重性又は多様性を備え，かつ，独立性を備えた設計とする。 

 

(4) 検査可能性 

安全機能に関連する電気系統設備は，その機能の重要度に応じて，その重要な部分の健

全性及び能力を確認するために，適切な方法によりその機能を検査できる設計とする。 
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(5) 火災防護 

所内ケーブル，電源盤等の材料は，不燃性又は難燃性のものを使用することを基本とす

る。 

 

(6) 耐雷対策 

電気系統設備の主要な機器については，新たな接地網の布設や既設の接地網との連接等

による接地抵抗の低減対策を行う。また，送電線については，避雷器を設置する対策を行

う。 

 

(7) 小動物侵入防止対策 

 電源盤内への小動物の侵入による短絡・地絡事故を防止するため，小動物の侵入する恐

れのある電源盤については，貫通孔等の侵入路の閉塞を行う。 
 
2.7.1.4 供用期間中に確認する項目 

所内共通ディーゼル発電機は，定期的に負荷をかけての運転状況を確認する。 

 

2.7.1.5 主要な機器 

(1) 設備概要 

福島第一原子力発電所１～４号機の特定原子力施設に電力供給する送電線は， 66kV 送電

線５回線（大熊線３号，４号，東北電力（株）東電原子力線，双葉線１号，２号）で構成

する。 

通常時には，所内電力は，大熊線３号及び４号から南側 66kV 開閉所及び 66kV 受電用変

圧器を経由して供給する。また，双葉線１号及び２号から５号機及び６号機の起動用開閉

所，起動変圧器及び所内高圧母線を通じて供給することもできる。さらに南側 66kV 開閉所

は，東北電力（株）東電原子力線からも受電できる。 

外部電源がすべて喪失した場合には，所内共通ディーゼル発電機２台から所内電力を供

給できる。また，所内高圧母線は５号機又は６号機の非常用ディーゼル発電機からも受電

できる。 

 

(2) 送電線 

外部電源は，以下の４回線の 66kV 送電線により当社の電力系統から受電する。 

大熊線３号 

大熊線４号 

双葉線１号（５号機及び６号機の起動用開閉所で受電） 

双葉線２号（５号機及び６号機の起動用開閉所で受電） 

これら 66kV 送電線は，１回線で特定原子力施設の必要電力を送電し得る容量を有する。
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また，上記の 66kV 送電線が全て停止するような場合，東北電力（株）東電原子力線から受

電する。 

 
(3) 開閉所 

南側 66kV 開閉所は，66kV 送電線と 66kV 受電用変圧器を連系する遮断器，66kV 母線等で

構成する。 

 

(4) 変圧器 

66kV 受電用変圧器は，送電線電圧 66kV を所内高圧母線電圧 6.9kV に降圧する変圧器で構

成し，特定原子力施設の必要電力を供給する。 

 

(5) 所内高圧母線 

所内高圧母線はメタルクラッド開閉装置で構成し，所内高圧母線間を連系することによ

り，特定原子力施設の各設備へ電力を振り分ける。 

所内高圧母線は，接続される特定原子力施設の重要度等に応じて，単一の所内高圧母線

の故障があっても設備の全機能が喪失しないよう，設備を２母線以上に分割接続，又は双

方の母線から受電できる構成とする。 

尚，今後，特定原子力施設の新設等に合わせ，必要に応じ所内高圧母線及び建屋の増設

を行う。 

 

(6) ケーブル及び電線路 

特定原子力施設の設備の容量に応じたケーブルで接続する。 

 

(7) 非常用所内電源とその代替機能 

所内共通ディーゼル発電機は，外部電源が喪失した場合に，1台にて特定原子力施設のう

ち重要度の特に高い安全機能や監視機能を有する構築物，系統及び機器がその機能を達成

するために必要となる電力を供給できる。 

所内共通ディーゼル発電機は２台を備え，多重性を有した設備となっており，各々専用

の所内高圧母線に接続する。 

また，所内共通ディーゼル発電機全台が使用できない場合においても，５号機又は６号

機の非常用ディーゼル発電機（５Ａ，５Ｂ，６Ａ，６Ｂ）から電力を供給できる。また，

免震重要棟については，ガスタービン発電機から電力を供給できる。 

外部電源及び非常用所内電源が使用できない場合は，代替電源の電源車(500kVA 以上×２

台)を所内高圧母線の所内共通Ｍ／Ｃ１Ａ及び２Ａの各々に接続することにより，原子炉圧

力容器・原子炉格納容器注水設備等の必要な負荷に対して電力を供給できる構成とする。 
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(8) 監視装置等 

免震重要棟から以下を監視可能とする装置を備える。 

・ 送電線電圧 

・ 所内高圧母線電圧 

また，電気系統設備の故障が発生した場合には，異常を検知し，その拡大及び伝播を防

止するため異常箇所を自動的に切り離す保護装置を備える。 

 

2.7.1.6 自然災害対策等 

(1) 津波 

a. 開閉設備，変圧器 

開閉設備，変圧器については，津波により影響がないと想定される高台（O.P.30m 以

上）へ設置する。 

       

b. 所内高圧母線 

所内高圧母線は，津波による影響がないと想定される建屋内（防水性向上対策を実

施した建屋又は建屋の高所階（O.P.17m 以上））又は高台（O.P.30m 以上）へ設置する。 

 

c. 所内共通ディーゼル発電機 

所内共通ディーゼル発電機については，津波による影響がないと想定される建屋内

に設置する。 

 

d. 電源車 

電源車については，津波による影響がないと想定される高台へ配備する。（O.P.30m

以上） 

 

(2) 火災 

所内ケーブル，電源盤等の材料は，不燃性又は難燃性のものを使用することを基本とす

る。 

 

(3) 豪雨，台風 

所内高圧母線は，風による影響及び雨水の浸入を防止するために，建築基準法及び関連

法令に基づき設計した建屋内に設置する。 

 

2.7.1.7 構造強度及び耐震性 

(1) 外部電源受変電設備 

外部電源からの受変電設備については，耐震設計審査指針上の C クラス設備と位置づけ
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られており，Cクラス設備として設計する。 

 

(2) メタルクラッド開閉装置 

メタルクラッド開閉装置については，床面に後打ちアンカにより固定し耐震性を確保す

る設計とする。 

 

(3) 所内共通ディーゼル発電機及び補機冷却系（空気冷却器，ポンプ，主配管） 

 所内共通ディーゼル発電機及び補機冷却系（空気冷却器，ポンプ，主配管）については，

耐震設計指針上の Sクラスの設備として設計する。 

 

(4) ケーブル及び電線路 

ケーブル及び電線路についてはフレキシビリティを持たせた構造を基本とする。 

 

2.7.1.8 機器の故障への対応 

常時は 66kV２回線（大熊線３号，４号）から所内電力を供給するが，いずれかの回線の

停電時には他方の回線で電力を供給する。新福島変電所からの全ての回線（大熊線３号，

４号，双葉線１号及び２号）が停止している場合には，東北電力（株）東電原子力線 66kV

１回線から供給する。これら全ての外部電源が停電している場合には，非常用所内電源か

ら必要な設備の電力を供給する。更に，非常用所内電源からの電力供給ができない場合は，

電源車２台から必要な設備の電力を供給する。これらの切替における 6.9kV 所内高圧母線

の連系については，連系用遮断器を手動にて投入する操作を実施する。 

 
(1) 機器の単一故障 

送電線における故障の場合は，送電線の故障箇所の特定や切り離しを行うが，南側 66kV

開閉所は二重母線構成のため，大熊線３号，４号のいずれかが停止となっても，所内共通

変圧器２台への電力供給は他方の送電線により維持される。一方，変圧器，所内高圧母線

等の故障等により停電した場合には，故障箇所を特定した上で所内電源機器の損傷状況や

現場状況に加えて負荷の損傷状況等を把握し，電源切り替えや非常用所内電源からの受電

を行い，電力供給を再開する。 
 
(2) 複数の設備が同時に機能喪失した場合 

電気系統は，機器の故障等による機能喪失を防止するよう配慮した構成としているが，

複数の設備の機能が同時に喪失した場合は，故障箇所を特定した上で，送電線，変圧器，

所内高圧母線等の損傷状況や現場状況に加えて負荷の損傷状況等を把握し，電源切り替え

や非常用所内電源の受電や電源車の配備を行い，電力供給を再開する。 
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2.7.2 基本仕様 

2.7.2.1 変圧器主要仕様 

(1) 66kV 受電用変圧器 

台 数     ２ 

容 量     30,000kVA（1台あたり） 

電 圧     約 66kV／6.9kV 

相 数     ３ 

周波数     50Hz 

 

2.7.2.2 非常用ディーゼル発電機主要仕様（既設） 

(1) 所内共通ディーゼル発電機（Ａ）（非常用ディーゼル発電機 ４Ｂ） 

 台 数     １ 

 容 量     8,250kVA 

 電 圧     6.9kV 

 力 率     0.8 

 周波数     50Hz 

 補機冷却系（冷却方式） 空気冷却 

 

(2) 所内共通ディーゼル発電機（Ｂ）（非常用ディーゼル発電機 ２Ｂ） 

 台 数     １ 

 容 量     8,250kVA 

 電 圧     6.9kV 

 力 率     0.8 

 周波数     50Hz 

 補機冷却系（冷却方式） 空気冷却 

 

(3) 免震重要棟ガスタービン発電機 

 台 数     １ 

 容 量     1,000kVA 

 電 圧     6.9kV 

 力 率     0.8 

 周波数     50Hz 

 

2.7.2.3 電源車 

 台 数     2 台以上 

 容 量     500kVA 以上 
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 電 圧     6.6kV（使用電圧 6.9kV） 

 相 数     3 

 周波数     50Hz 

 タンク容量／燃料消費率 2時間以上 

 

2.7.3 添付資料 

添付資料－１ 送電系統一覧図 

添付資料－２ 所内単線結線図及び構内電源配置図 

添付資料－３ 所内高圧母線に接続する主な負荷及び電源設備の設計区分の考え方 

添付資料－４ 電源車からの電力供給負荷について 

添付資料－５ 構造強度及び耐震性について 

添付資料－６ 事故拡大及び伝播防止を目的としたメタルクラッド開閉装置の 

保護継電器について 
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図－１．送電系統一覧図 
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所内高圧母線に接続する主な負荷及び電源設備の設計区分の考え方 

 

表－１．所内高圧母線に接続する主な負荷及び電源設備の設計区分（Ａ系電源） 

原子炉格納容器内窒素封入設備 窒素ガス分離装置 A ○ － － Ⅰ-1 二重化 二重化

使用済燃料プ－ル設備 非常用注水設備（電動ポンプ） ○
○
※2

－ Ⅰ-2 単一 多様化※1 ※1：消防車との多様性

放射性液体廃棄物処理施設及び関連施設 多核種除去設備　A系，C系/共通系 － － － Ⅰ-1 二重化 二重化

使用済燃料乾式キャスク仮保管設備 キャスク仮保管設備 － － － Ⅱ-2 切替 単一

汚染水処理設備等 滞留水移送装置
○
※2

－ － Ⅰ-1 二重化 二重化

サブドレン他水処理施設 地下水ドレン前処理装置 － － － Ⅱ-2 切替 単一

放水路浄化設備 放水路浄化装置 － － － Ⅱ-2 切替 単一

所内共通P/C3A，３C ◎ ◎ ○ Ⅰ-1 二重化 二重化

汚染水処理設備等 滞留水移送装置
○
※2

－ － Ⅰ-1 二重化 二重化

◎ ◎ ○ Ⅰ-1 二重化 二重化

２号機　タ－ビン建屋内炉注水ポンプ ◎ ◎ － Ⅰ-2 単一 多様化

１/２号機　CST炉注水ポンプ A ◎ ◎ － Ⅰ-1 二重化 二重化

原子炉格納容器ガス管理設備 １/２号機　原子炉格納容器ガス管理設備 A ○ － － Ⅰ-1 二重化 二重化

原子炉圧力容器・格納容器注水設備 １号機　タ－ビン建屋内炉注水ポンプ ◎ ◎ － Ⅰ-2 単一 多様化

プロセス建屋
常用Ｍ/Ｃ

プロセス水処理P/C(A)他 汚染水処理設備等
除染装置(Ⅰ2)，セシウム吸着装置(Ⅰ2)，造粒固化体貯槽
(Ⅲ)

○
※2

－ － Ⅰ-2 単一 多様化 (　)内は区分

所内共通P/C4A 汚染水処理設備等 滞留水移送装置
○
※2

－ － Ⅰ-1 二重化 二重化

所内共通P/C4A，4C ◎ ◎ ○ Ⅰ-1 二重化 二重化

汚染水処理設備等 滞留水移送装置
○
※2

－ － Ⅰ-1 二重化 二重化

◎ ◎ ○ Ⅰ-1 二重化 二重化

３号機　タ－ビン建屋内炉注水ポンプ ◎ ◎ － Ⅰ-2 単一 多様化

３号機　CST炉注水ポンプ A ◎ ◎ － Ⅰ-1 二重化 二重化

原子炉格納容器ガス管理設備 ３号機　原子炉格納容器ガス管理設備 A ○ － － Ⅰ-1 二重化 二重化

使用済燃料プ－ルからの燃料取り出し設備 ４号機　燃料取り出し用　カバー A － － － Ⅰ-1 二重化 二重化

４号機　燃料取扱設備
受電設備

使用済燃料プ－ルからの燃料取り出し設備 ４号機　燃料取扱設備 － － － Ⅲ 単一 単一
燃料取扱設備は，「高い安全機能」であ
るがフェイルセーフ設計のため電源供給
機能は「安全機能」となる

免震重要棟受電設備 監視室・制御室 免震重要棟 ○ － ○ Ⅰ-1 二重化 二重化
免震棟は非常用ガスタービン発電機
があるため電源車供給対象外
D/G負荷はCVCF

サブドレン他水処理施設 サブドレン他浄化設備 － － － Ⅰ-1 二重化 二重化

放射性液体廃棄物処理施設及び関連施設 増設多核種除去設備 － － － Ⅰ-1 二重化 二重化

高性能多核種除去設備
変圧器盤A

放射性液体廃棄物処理施設及び関連施設 高性能多核種除去設備 － － － Ⅰ-1 二重化 二重化

Ⅰ-1 二重化 二重化

(Ⅰ-2) (単一) (多様化)

凍結プラントP/C A-2 放射線管理関係設備等 モニタリングポスト（予備側） ○ － － Ⅱ-2 切替 単一

SFP循環冷却設備配電
盤A系

使用済燃料プ－ル設備 １～３号機　使用済燃料プ－ル冷却系 ○ － ○ Ⅰ-1 二重化 二重化

所内共通
Ｍ/Ｃ7A

－ 放射性物質分析・研究施設第１棟 放射性物質分析・研究施設第１棟 － － － Ⅱ-2 切替 単一

所内共通
Ｄ/Ｇ（Ａ）Ｍ/Ｃ

所内共通DG(A)P/C 所内共通D/G(A)補機 ○ － － Ⅰ-1 二重化 二重化

共用プール補給水系 ○
○
※2

－ Ⅰ-1 二重化 二重化

共用プール冷却浄化系 ○ － － Ⅰ-1 二重化 二重化

予備変Ｍ/Ｃ － ○ － － Ⅰ-2 切替 多様化 D/G負荷はMP予備

スラッジ貯蔵施設M/C
N

スラッジ貯蔵施設P/C N 汚染水処理設備等 廃スラッジ一時保管施設 ○ － － Ⅰ-1 二重化 二重化
D/G負荷は廃スラッジ設備（水素発生排
気設備）

多核種除去設備
変圧器盤A

所内共通
Ｍ/Ｃ1Ａ

所内共通P/C3A

共用プ－ル
Ｍ/Ｃ Ａ

共用プールP/C A 使用済燃料共用プ－ル設備

３/４号機　計測用電源（監視計測器通信設備含む）

原子炉圧力容器・格納容器注水設備

所内共通
Ｍ/Ｃ５Ａ

構内配電線（モニタリングポスト予備等）

－ － (　)内は凍土初期造成時

サブドレン浄化設備高圧
変圧器盤 A

凍土遮水壁設備 －

所内共通
Ｍ/Ｃ６A

凍結プラントP/C A系
滞留水を貯留している(滞留している場合を含む)
建屋

所内共通
Ｍ/Ｃ４Ａ

３/４号機　建屋内照明

１/２号機　建屋内照明

１/２号機　計測用電源（監視計測器通信設備含む）

所内共通P/C3C

所内共通P/C4C

原子炉圧力容器・格納容器注水設備

所内
共通
D/G
供給

電源車
供給

機器付
D/G供

給
区分

③-2
変圧器盤

所内共通
Ｍ/Ｃ３Ａ

所内高圧母線
所内共通P/C

又は
主な変圧器盤

接続する主な負荷

供給対象 電源設計

備考

所
内
共
通
Ｍ
／
Ｃ
 
２
A

負荷への電源
供給形態

設備多重性

（注）
・H28.10月時点の計画におけるH31.3月末設備の主要な負荷を記載
・◎は重要度の特に高い安全機能や監視機能を有する設備として供給するもの，○は◎以外で供給する設備（※2は運用上重要な設備と判断し供給対象とした）。
・各設備のうち運転が必要な系統や機器に対して供給するため，◎又は○はすべての機器に同時に供給するものではない。
・D/G供給時，電源車供給時は一部負荷を制限する。  
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表－２．所内高圧母線に接続する主な負荷及び電源設備の設計区分（Ｂ系電源） 

⑦変圧器盤 常用高台炉注水ポンプ ◎ ◎ － Ⅰ-2 単一 多様化

⑨-2変圧器盤 純水タンク脇炉注水ポンプ ◎ ◎ ○ Ⅰ-2 単一 多様化

⑦変圧器盤 窒素ガス分離装置 C ○ － － Ⅰ-1 二重化 二重化

⑨-2変圧器盤 窒素ガス分離装置 B ○ － － Ⅰ-1 二重化 二重化

放射性液体廃棄物処理施設及び関連施設 多核種除去設備　B系，C系/共通系 － － － Ⅰ-1 二重化 二重化

使用済燃料乾式キャスク仮保管設備 キャスク仮保管設備 － － － Ⅱ-2 切替 単一

◎ ◎ ○ Ⅰ-1 二重化 二重化

汚染水処理設備等 滞留水移送装置
○
※2

－ － Ⅰ-1 二重化 二重化

サブドレン他水処理施設 地下水ドレン前処理装置 － － － Ⅱ-2 切替 単一

放水路浄化設備 放水路浄化装置 － － － Ⅱ-2 切替 単一

原子炉圧力容器・格納容器注水設備 １/２号機　CST炉注水ポンプ B ◎ ◎ － Ⅰ-1 二重化 二重化

原子炉格納容器ガス管理設備 １/２号機　原子炉格納容器ガス管理設備 B ○ － － Ⅰ-1 二重化 二重化

◎ ◎ ○ Ⅰ-1 二重化 二重化

汚染水処理設備等 滞留水移送装置
○
※2

－ － Ⅰ-1 二重化 二重化

第二セシウム吸着設備変
圧器盤

汚染水処理設備等 第二セシウム吸着装置
○
※2

－ － Ⅰ-2 単一 多様化

プロセス水処理P/C(B) － － － Ⅰ-1 二重化 二重化

汚染水処理設備等 滞留水移送装置
○
※2

－ － Ⅰ-1 二重化 二重化

３/４号機　建屋内照明 ◎ ◎ ○ Ⅰ-1 二重化 二重化

◎ ◎ ○ Ⅰ-1 二重化 二重化

原子炉圧力容器・格納容器注水設備 ３号機　CST炉注水ポンプ B ◎ ◎ － Ⅰ-1 二重化 二重化

原子炉格納容器ガス管理設備 ３号機　原子炉格納容器ガス管理設備 B ○ － － Ⅰ-1 二重化 二重化

使用済燃料プ－ルからの燃料取り出し設備 ４号機　燃料取り出し用カバー B － － － Ⅰ-1 二重化 二重化

免震重要棟受電設備 監視室・制御室 免震重要棟 ○ － ○ Ⅰ-1 二重化 二重化
免震棟は非常用ガスタービン発電機
があるため電源車供給対象外
D/G負荷はCVCF

サブドレン他水処理施設 サブドレン他浄化設備 － － － Ⅰ-1 二重化 二重化

放射性液体廃棄物処理施設及び関連施設 増設多核種除去設備 － － － Ⅰ-1 二重化 二重化

高性能多核種除去設備
変圧器盤B

放射性液体廃棄物処理施設及び関連施設 高性能多核種除去設備 － － － Ⅰ-1 二重化 二重化

Ⅰ-1 二重化 二重化

(Ⅰ-2) (単一) (多様化)

凍結プラントP/C B-2 放射線管理関係設備等 モニタリングポスト ○ － － Ⅱ-2 切替 単一

SFP循環冷却設備配電
盤B系

使用済燃料プ－ル設備 １～３号機　使用済燃料プ－ル冷却系 ○ － ○ Ⅰ-1 二重化 二重化

－ 大型機器除染設備 大型機器除染設備 － － － Ⅲ 単一 単一

所内共通
Ｍ/Ｃ7B

－ 放射性物質分析・研究施設第１棟 放射性物質分析・研究施設第１棟 － － － Ⅱ-2 切替 単一

所内共通
Ｄ/Ｇ（Ｂ）Ｍ/Ｃ

所内共通D/G(B)P/C 所内共通D/G（B)補機 ○ － － Ⅰ-1 二重化 二重化

共用プール補給水系 ○
○
※2

－ Ⅰ-1 二重化 二重化

共用プール冷却浄化系 ○ － － Ⅰ-1 二重化 二重化

スラッジ貯蔵施設M/C
E

スラッジ貯蔵施設P/C E
他

汚染水処理設備等
廃スラッジ一時保管施設（Ｉ１），使用済セシウム吸着塔保管
施設(Ⅲ)

○ － － Ⅰ-1 二重化 二重化
D/G負荷は廃スラッジ設備（水素発生排
気設備）
(　)内は区分

所内共通P/C3B

１/２号機　建屋内照明

所内共通
Ｍ/Ｃ３Ｂ

所内共通P/C3D

設備多重性

原子炉圧力容器・格納容器注水設備

原子炉格納容器内窒素封入設備

１/２号機　計測用電源（監視計測器通信設備含む）

多核種除去設備
変圧器盤B

所内高圧母線
所内共通P/C

又は
主な変圧器盤

接続する主な負荷

供給対象 電源設計

備考
所内
共通
D/G
供給

電源車
供給

機器付
D/G供

給
区分

負荷への電源
供給形態

所
内
共
通
Ｍ
／
Ｃ
 
２
Ｂ

所内共通
Ｍ/Ｃ１Ｂ

プロセス建屋
後備Ｍ/Ｃ

プロセス建屋内照明他

サブドレン浄化設備高圧
変圧器盤 B

所内共通
Ｍ/Ｃ４Ｂ

所内共通P/C4B

所内共通
Ｍ/Ｃ６B

所内共通P/C4D

３/４号機　計測用電源（監視計測器通信設備含む）

所内共通
Ｍ/Ｃ５Ｂ

使用済燃料共用プ－ル設備

凍結プラントP/C B系
滞留水を貯留している(滞留している場合を含む)
建屋

凍土遮水壁設備 －

共用プールP/C　B

蒸発濃縮処理設備用
変圧器盤
ほか

－－

汚染水処理設備等

共用プ－ル
Ｍ/Ｃ Ｂ

－ Ⅱ-2蒸発濃縮装置，逆浸透膜装置，シ－ルド中操
○
※2

－
蒸発濃縮処理設備
Ｍ/Ｃ

(　)内は凍土初期造成時

切替 単一

D/G負荷はシールド中操

（注）
・H28.10月時点の計画におけるH31.3月末設備の主要な負荷を記載
・◎は重要度の特に高い安全機能や監視機能を有する設備として供給するもの，○は◎以外で供給する設備（※2は運用上重要な設備と判断し供給対象とした）。
・各設備のうち運転が必要な系統や機器に対して供給するため，◎又は○はすべての機器に同時に供給するものではない。
・D/G供給時，電源車供給時は一部負荷を制限する。  
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福島第一原子力発電所１～４号機電源設備における設計区分の考え方 

 

福島第一原子力発電所１～４号機特定原子力施設に関する系統及び機器への電源設備につい
ては，以下の３つの区分を基本的考え方として設計している。 
 
■区分Ⅰ 

設備機能要求：単一故障かつ外部電源喪失時においても安全機能維持すること 
設計方針：電源供給，システム設備ともに多重化設計もしくはシステム設備を多様化し，そ

れぞれに異系統の電源を供給 
■区分Ⅱ 

設備機能要求：単一故障時かつ外部電源喪失時において，長期の安全機能の喪失がないこと
（機能要求に時間的裕度あり） 

設計方針：電源を切替方式にて２系統を供給 
■区分Ⅲ 

設備機能要求：区分Ⅰ，Ⅱ以外 
設計方針：電源供給，システム設備ともに単一 

以上の考え方について，概要単結を図－１に示す。 

 

 

 

区

分

Ⅰ 

 

電源供給 二重化 
設備 二重化 

 

電源供給 単一 
設備 多様化 

 

 

区

分

Ⅱ 

 

電源供給 切替 
設備 二重化 

 

電源供給 切替 
設備 単一 

 

区

分

Ⅲ 

 

電源供給 単一 
設備 単一 

  

  

区分Ⅰ－１ 
A 系母線 

A 系負荷 

B 系母線 

B 系負荷 

区分Ⅰ－２ 

A 系母線 

負荷 

B 系母線 

負荷 

A/B 系の区別が
ないが同じよ
うな機能が複
数ある 

区分Ⅱ－１ 区分Ⅱ－２ 

区分Ⅲ 

A 系母線 

A 系負荷 

B 系母線 

B 系負荷 

A 系母線 B 系母線 

負荷 

図－１ 電源設備設計に関する区分別概要単結 

母線 

負荷 
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電源車からの電力供給負荷について 
 

所内共通Ｍ／Ｃ１Ａ接続の電源車及び所内共通Ｍ／Ｃ２Ａ接続の電源車（各々500kVA 以上）

からの電力供給は，以下の重要度の特に高い安全機能や監視機能を有する設備等に対して

計画している。 

 
表１ 所内共通Ｍ／Ｃ１Ａ接続の電源車からの電力供給負荷 

負荷容量 最大

常用高台炉注水ポンプ 約45kVA

純水タンク脇炉注水ポンプ 約70kVA

１号機　CST炉注水ポンプ A又はB 約19kVA

２号機　CST炉注水ポンプ A又はB 約19kVA

１号機　タ－ビン建屋内炉注水ポンプ 約14kVA

２号機　タ－ビン建屋内炉注水ポンプ 約14kVA

約130kVA 約130kVA

使用済燃料プ－ル設備 非常用注水設備（電動ポンプ） 約47kVA 約47kVA

約247kVA

原子炉圧力容器・格納容
器注水設備

約70kVA

所内共通M/C１A接続の電源車からの電力供給負荷

合計

１/２号機　計測用電源及び建屋内照明

 
 

表２ 所内共通Ｍ／Ｃ２Ａ接続の電源車からの電力供給負荷 

負荷容量 最大

３号機　CST炉注水ポンプ A又はB 約19kVA

３号機　タ－ビン建屋内炉注水ポンプ 約14kVA

約130kVA 約130kVA

使用済燃料共用プ－ル
設備

共用プール補給水系 約38kVA 約38kVA

約187kVA

所内共通M/C2A接続の電源車からの電力供給負荷

約19kVA

合計

原子炉圧力容器・格納容
器注水設備

３／４号機　計測用電源及び建屋内照明
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構造強度及び耐震性について 

 

(1) 外部電源からの受変電設備については，耐震設計審査指針上の Cクラス設備と位置づ

けられており，Cクラス設備として設計している（JEAC4601 原子力発電所耐震設計技

術規程」）。新設した大熊線３号，４号，東北電力(株)東電原子力線が連系する南側 66kV

開閉所の開閉設備には地震に強いガス絶縁開閉装置（GIS）を採用するとともに，所

内共通変圧器の基礎ボルト本数を従来に比べて増やし耐震性を高めている。 

 

(2) メタルクラッド開閉装置については，床面に後打ちアンカにより固定し耐震性を確保

している。 

  

(3) 所内共通ディーゼル発電機及び補機冷却系（空気冷却器，ポンプ，主配管）について

は，従来同様，耐震 Sクラス設計の設備を採用しており，高い信頼性を確保している。

また，構造強度及び耐震性については，以下の工事計画認可申請書等により確認され

た設備を復旧して使用している。 

 

所内共通ディーゼル発電機（Ａ）及び補機冷却系（空気冷却器，ポンプ，主配管）（既

設 非常用ディーゼル発電機 ４Ｂ） 

工事計画届出書(総文発官 5第 1222 号 平成 6年 4月 25 日届出) 

建設時第１１回工事計画認可申請書(49資庁第18004号 昭和49年11月14日認可) 

建設時第１９回工事計画軽微届出書(総官第 989 号 昭和 51年 12 月 3日届出) 

建設時第２１回工事計画軽微届出書(総官第 1341 号 昭和 52年 2月 15 日届出) 

 

所内共通ディーゼル発電機（Ｂ）及び補機冷却系（空気冷却器，ポンプ，主配管）（既

設 非常用ディーゼル発電機 ２Ｂ） 

工事計画届出書(総文発官 5第 1220 号 平成 6年 4月 25 日届出) 

建設時第１４回工事計画認可申請書(46 公第 11145 号 昭和 46 年 8 月 17 日認可) 

 

(4) ケーブル及び電線路についてはフレキシビリティを持たせた構造を基本としており，

ケーブル本体は可とう管路材に収納することで損傷防止策を講じている。 
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所内共通 M/C5A/B，6A/B 及び 7A/B の耐震性評価について 

 

（1）耐震性評価方法について 

所内共通 M/C5A/B，6A/B 及び 7A/B の耐震性評価については，JEAC4601「原子力発

電所耐震設計技術規程」等に基づき盤の固有振動数値に応じた入力地震動 Ss の応答

加速度を算出し，その加速度における基礎ボルトに生じるせん断応力及び引張り応

力が，許容応力に対して裕度を有しているか評価を実施した。（図 1参照） 

    具体的な耐震性評価については別冊 20参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 所内高圧母線設備（盤）評価の概要図 

 

ボルトに作用する引張力：Fb=max［Fb1，Fb2］ 

 

Fb1,2 =  { mg√｛（CHh）2+（Cvl1,2）2｝－mgl1,2 } 

 

ボルトの引張応力：σb =  

 

ボルトに作用するせん断力：Qb = mgCH 

 

ボルトのせん断応力：τb =  

 

 

（2）入力地震動について 

 福島第一原子力発電所における基準地震動 Ss は，「福島第一原子力発電所 『発電

用原子炉施設に関する耐震設計審査指針』の改訂に伴う耐震安全性評価結果中間報告

書」（原管発官 19 第 603 号平成 20 年 3 月 31 日付け）に示すとおりであり，所内共通

M/C5A/B， 6A/B 及び 7A/B 設置エリアにおける，盤の固有振動数値に応じた入力地震動

Ss の最大応答加速度を表 1に示す。 

Ｌ 支点としている基礎ボルトより最大引張応力が 
作用する基礎ボルトまでの距離 

ｍ 盤の質量 
ｇ 重力加速度 
ｈ 据付面から重心までの距離 
ｌ1/2重心と基礎ボルト間の水平方向距離 
ｎf  引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 
ｎ 基礎ボルトの本数 
Ａb 基礎ボルトの軸断面積 
ＣＨ水平方向評価震度 
ＣＶ鉛直方向評価震度 

重心位置 

h 

l2 l1 

L 

1 
L 

Fb 
nfAb 

Qb 
nAb 
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表 1 評価用最大応答加速度 

 方向 最大応答加速度(gal) 

所内共通 M/C5A/B 
水平方向 806 

鉛直方向 517 

所内共通 M/C6A/B 
水平方向 884 

鉛直方向 507 

所内共通 M/C7A/B 
水平方向 773 

鉛直方向 684 

 

（3）耐震性評価結果 

評価上の裕度を表 2に示す。 

 

表 2 耐震性評価結果 

名称 
裕度 

引張り せん断 

所内共通 M/C5A/B 13.0 9.2 

所内共通 M/C6A/B 30.4 7.4 

所内共通 M/C7A/B 21.2 3.8 

 

以上の通り，所内共通 M/C5A/B， 6A/B 及び 7A/B の所内高圧母線設備については裕

度が 1 以上であり，基礎ボルトの損傷に伴い機能不全となる可能性は低いことを確認

した。 

 

（4）凍土遮水壁凍結プラント電気品建屋の耐震性評価について 

 電気品建屋は，所内共通 M/C6A/B に耐震性を考慮すべき負荷設備を接続しないことから，

耐震性を考慮すべき建屋には該当しない。 
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  事故拡大及び伝播防止を目的としたメタルクラッド開閉装置の保護継電器について 

 

所内高圧母線を構成するメタルクラッド開閉装置には，表１に示す保護継電器を組み

合わせて設置し，所内高圧母線及び所内高圧母線に接続する設備で事故が発生した場合

に異常を検知し，その拡大及び伝播を防止する。 

 

表１．保護継電器の種類 

保護継電器の種類 想定事故 保護継電器の目的・用途 

過電流継電器 短絡・過負荷 

短絡・過負荷事故時に生じる過電流により短

絡・過負荷を検知し，警報を発報するととも

に，遮断器を開放する。 

地絡過電圧継電器 

地絡 

地絡事故時に生じる零相電圧により地絡を

検知し，警報を発報する。 

地絡方向継電器 
地絡事故時に生じる地絡電流により地絡を

検知し，警報を発報する。 

 

 


